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　私たち憲法東京共同センターは、2019年～
2024年、憲法改悪反対、軍拡反対の署名への協
力を呼びかけたところ、延べ150万人以上の方か
ら署名に賛同いただきました。
　こうした声を国会に届けたことで、憲法改定案の国
会発議を阻止し続けています。あなたの書いた1筆が、
首相や政府、国会を動かすたしかな力になります。集
まった署名は、必ず国会に届けます。裏面の署名にご
協力いただきますよう、よろしくお願いいたします。

過去最大の軍事費
年間8.7兆円
25年度の軍事費当初予算（デジタル庁所管分を
含め）では、8兆7005億円と初めて8兆円を超
え、11年連続で過去最大を更新しました。
これは、戦後80年の非戦の歩みを壊すものです。

大学授業料の無償化

児童手当の高校までの
延長と所得制限撤廃

小・中学校の
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公的保険医療の自己負担
（1～3割）をゼロに

8.7兆円

1.8兆円1.8兆円
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4386億円4386億円

5兆1837億円5兆1837億円

景気・物価高対策 
軍拡 改憲 よりも

の大軍拡

5年間で43兆円（ローン支払い含め60兆円）の大軍拡

※2025年度は予算案。米軍再編・SACO経費を含む

※出典「東京新聞」22年6月3日付
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激増する軍事予算激増する軍事予算
11兆円11兆円

10年連続で過去最大を更新

文教関係費
4.1兆円

中小企業対策費
1695億円

戦争法の強行
（2015年）

安保3文書
閣議決定
（2022年）

8兆7005億円

5.40

6.86.8
7.77.7

莫大な開発費▶軍拡のための
　極超音速ミサイルの開発等に約３０００億円、宇宙領域での能力
強化に全体で約５４０３億円等、莫大な開発費を計上しています。

増税▶軍拡のための
　税制改正大綱では、軍拡財源確保のために、26年度から法人税と
たばこ税を増税するとし、その額なんと９８６０億円にも及びます。

憲法改定▶軍拡のための
　自民党が狙う改憲法改定（改憲）は、さらなる軍拡を可
能とするもの。とりわけ憲法9条（戦争放棄）を変えれば、
さらなる大軍拡が可能となります。

　　暮らし・教育が充実する　　暮らし・教育が充実する
あればあれば



氏　名 住　所（〇〇県△△市□□町1丁目２ー３　←番地までお書きください）
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府 県
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都 道
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＊名前（姓）や住所を「〃」「同上」のように省略せずに記入してください。　＊この署名は、個人情報保護法に基づき目的以外には使用しません

取り扱い団体（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

衆議院議長　様
参議院議長　様
内閣総理大臣　様

年　　月

　2015年9月の「戦争法」強行成立、22年12月の「安保3文書」の閣議決定を経て、「戦争する国」への準備が急ピッチで進むこ
とに「新たな戦前」を危惧し、「戦争の惨禍を繰り返すな」の市民の声が広がっています。市民は、戦争の準備ではなく、一人ひと
りのいのち、くらしを大切にする「人間の安全保障」、平和の準備を求めています。
　ロシアのウクライナ侵略から25年2月で3年、イスラエルのガザ侵攻から2年目となっています。核兵器使用にまで言及し、市民
を巻き添えにする武器の使用も躊躇しない現代の戦争を見て、戦争準備の無意味さに市民は気づき始めています。24年のノー
ベル平和賞が、核兵器廃絶を求める活動を粘り強く続けてきた日本被団協に贈られたのも、核兵器使用への危機感が国際的
に共有され、核兵器の廃絶が求められていることの証左です。
　このような時に、憲法の制約を踏み越えて他国攻撃のための武器を保有し、日米を始めとする軍事同盟に深く関与し、中国を
仮想敵国として戦争準備を進めることは、危機を自ら招き入れ、日本を再び戦場にすることにもなりかねません。
　戦争準備のために23年度から27年度までの5年間だけで43兆円もの税金を軍事費につぎ込むことは、国際的にも貧弱な日
本の社会保障費や教育費、貧困対策や最低賃金を始めとする所得保障をさらに圧迫し、予算拡充を困難にするばかりです。
　以上のことから、下記事項の実現を求めます。

１　平和、いのち、くらしを壊し、市民に負担を押しつける軍備拡大を中止してください。軍拡の財源
確保のための増税はおこなわないでください。

２　憲法への自衛隊明記、緊急事態条項創設などの戦争準備はやめてください。憲法にもとづき平和的
生存権を実現する政治をおこなってください。

税金はくらしの拡充に　戦争準備の軍拡は中止して、
憲法、平和、いのち、くらしを守る政治への転換を求める請願署名

請願趣旨

請願項目

呼びかけ団体

【連絡先】
● 戦争をさせない1000人委員会（☎ 03 3526 2920）
〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台3-2-11　連合会館内

● 憲法９条を壊すな！実行委員会（☎ 03 3221 4668）
　 〒101-0061　東京都千代田区神田三崎町3-3-3　太陽ビル402市民ネット内
● 戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター（☎ 03 5842 5611）

● 九条の会（☎ 03 3221 5075）

9条改憲NO！全国市民アクション
戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会

（略称＝大軍拡反対請願署名）


